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第１回「Ｗｅｂ研修」開催のお知らせ！

インターネット広告で重要なのは、写真と情報量です

売買の重要事項説明もオンライン可能に　他

［売買］宅建業法の善管注意義務違反の対象に取引に関与しない近隣住民は含まれない
［賃貸］マンションのビルトイン型駐車場契約に借地借家法は適用されない

無免許事業者との取引に注意を！

全宅管理（全国賃貸不動産管理業協会）入会のご案内、特典付き！

日管協の設備等不具合による賃料減額ガイドライン　他

静岡県不動産市況ＤＩ調査結果

少子化が加速！ 2021 年の出生数 80 万人割れ予測　他

浜松いわた信用金庫

アーク引越センターでちゃんとしたお引越し

ＴＯＫＡＩのホームセキュリティ、プレミアム 11
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Web研修のすすめ

「スマイミー静岡」情報

Topics

取引紛争の事例と解決

宅建業法 第 12 条 他

賃貸管理業を強力にサポート

Topics

不動産鑑定士との協同事業

Topics

提携金融機関より

引越料金 最大 30％OFF！

幸せをずっと、安心をもっと

▲ 法多山尊永寺（袋井市）の節分祭の模様
（過去の画像より）
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歩道を使った飲食店のテラ

ス席＝山口県下関市で10月

7宅建しずおか　第 462 号（2021. 2）



取引（売買）紛争の事例と解決

宅建業法の善管注意義務違反の対象に取引関係に関与しない
近隣住民は含まれないとされた事例　（東京地判：Ｈ31.1.21）

　売主Ｙ1（被告・個人）は媒介会社Ｙ2（被告）の媒介
により、住宅用土地（本件土地）を平成 30 年 3 月、Ａ
社（不動産業者）に売却した。
　売却前の手続として、Ｙ2 が隣地所有者に境界の
確認作業の立ち合いを依頼し、同年 2月、隣地所有
者の子で同居しているＸ（原告・個人）が立ち会った。
　翌 3月Ｘは、Ｙ1・Ｙ2と面会し、①本件土地に以
前存在した樹木をＹ1 が適切に伐採等しなかったこ
とで害虫が発生し、通院することを余儀なくされた。
②本件土地上に存在した家屋の屋根からの落雪によ
りＸ側敷地内に設置した目隠しのための波板等が損
壊した。③同建物の屋根の上に複数の屋根瓦が放置
され危険でＸ側建物の窓を開けられないことを説明
し、本件土地の売却に当たっては、建築制限を入れ
て欲しい旨を主張したが、売主Ｙ1・媒介業者Ｙ2は、
当該請求事項を反映しなかった。
　Ｘは、次の通りの支払いを求め本件を提訴した。

（1）Ｙ1に対する請求：前述①②③により、出費した
修繕費や、いつ屋根瓦が飛来・落下してくるかもし
れぬ危険性に、Ｘや同居する母がさらされ続けたな
どとし、民法 709 条又は 717 条に基づく損害賠償と
して、実費分137万円と慰謝料33万円計170万円等。

（2）Ｙ2に対する請求：Ｙ1との専任媒介契約に基づ
き、Ｘに対する説明義務や善管注意義務を負うとこ
ろ、屋根瓦の危険性についての被害の状況等をＹ1
に対して伝言するようにとの申入れや買主と新築建
物に係る建築制限他の事項について合意させる事等
を違法に無視したなどとして、債務不履行ないし不
法行為に基づく損害賠償として、慰謝料 130 万円等。
　Ｙ1 は、Ｘ主張の各不法行為の内容、Ｘに生じた
とする被害の内容などの前提となる事実関係が立証
されていないとし、Ｙ2 も、宅建業法に違反するよ
うな業務は行なっていないとして、争った。

　裁判所は、Ｘの請求を全て棄却した。
　（Ｙ1の不法行為責任又は工作物責任の有無）

　①樹木、②落雪については証拠不十分で具体的な
事実関係を認めるに足らない。③屋根瓦について、
Ｘは、平成 27年 7月頃からＸ側建物に居住していた
が、Ｘの主張する事実関係を前提とすれば、10 年程�
前から本件建物に屋根瓦が放置されていた事にな
る。しかし、社会通念上その間、台風や大雪等の荒
天や地震が少なからず生じていたと認められるが、
屋根瓦が動いて位置が変わったとか、実際に落下し
た事があるような事実は、Ｘも特に主張していない。
　すると、Ｘの主張する、放置された屋根瓦が落下
や飛来する事によってＸ側建物等に損害が生じ得る
という危険性は、抽象的な危惧感の域を超えるもの
とは言い難いため、Ｘが屋根瓦の放置によって不安
感を抱いたとしても、法的保護に値するような利益
の侵害があったとは認められず、Ｙ1 が、屋根瓦を
屋根の上に放置した事が違法であるとはいえない。
　（Ｙ2債務不履行責任又は不法行為責任の有無）
　Ｘは、売買の媒介契約に基づき、Ｙ2 がＸに対し
て善管注意義務や説明義務等を負う旨主張するが、
同契約の当事者は、Ｙ2とＹ1でありＹ2がＸに対し
て同契約上の債務を負担する根拠を見出せない。
　なお、Ｘは、Ｙ2 に宅建業法上の善管注意義務等
の違反がある旨も指摘するが、宅建業法 31 条 1 項、
35 条 1 項及び 47 条に定められた善管注意義務や説
明義務の対象に、当該宅地建物の取引関係に関与し
ていない、取引の目的となる宅地建物の近隣住民が
含まれないことは、各条項の文言上明白である。
　またＸは、Ｙ2 が、Ｘによる申入れを無視して、
買主との契約の合意内容に入れるべき項目を反映さ
せなかった事が違法であると主張するが、Ｘが伝言
を依頼した事は明らかでなく、仮に伝言する事に合
意していたとしても、法的拘束力を認め得る何らか
の契約が成立したと評価する事までは認められず、
Ｙ2 が合意を反故にして、Ｘの期待が裏切られたと
しても、受忍限度の範囲内というべきであり、Ｘの
何らかの権利が侵害されたと評価する事はできない
ため、Ｘの請求はいずれも理由がないから棄却する。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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取引（賃貸）紛争の事例と解決

マンションのビルトイン型駐車場契約について、借地借家法は
適用されないとして貸主の契約解除を認めた事例　（東京地判：Ｈ31.2.13）

　賃借人Ｙ（被告）は、平成 21 年 4 月、3階建てマン
ションの 2階に入居した。平成 24 年 4 月、本件マン
ション 1階部分のビルトイン型駐車場に空きが出た
ため、Ｙはこれを月額 1万円で借り受けた。
　本件駐車場契約には、①借主は貸主に無断で契約
車以外を置いてはならない（第 5条）。②貸主、借主
がいずれかの都合により本件駐車場契約を解除する
場合、その 1ヵ月前までに相手方に書面により通知
し、期間満了と同時に借主は本件駐車場を明け渡し、
貸主に立退料等を一切請求することができない（第
10 条）旨が併せて約されていた。
　平成30年2月に前所有者より本物件を購入して本
件居室契約及び駐車場契約における貸主の地位を承�
継したＸ（原告）は、同年 6月、Ｙに対し、7月 20 日
限りで本件駐車場契約を解除する旨を通告した。
　しかし、Ｙが難色を示したことから、同年 7 月、
Ｘは、Ｙが契約車の車両・バイク・自転車を無断駐
車しているとして、本件駐車場契約違反等を理由に
本件駐車場契約を催告解除する旨の意思表示し、そ
の後、裁判所に本件駐車場の明渡しを求め提訴した。
　Ｙは、①バイク等を停めることは前の所有者も承
諾していた。②本件駐車場は、借地借家法の適用を
受ける「建物」に該当する。③本件居室賃貸借契約
と本件駐車場契約とは不可分一体の関係にあり、そ
の一部の解約申入れには正当事由を要するから本件
解除は無効であると主張した。

　裁判所は、貸主Ｘの請求を認容した。
　（借地借家法の建物に該当するか）
　本件駐車場は、屋根はあるものの周壁を有してお
らず、隣の駐車場と壁によって客観的に区別されて
いるとはいえないし、本件建物の居住者であれば誰
でも本件駐車場を通って本件建物を自由に出入りし
得る状態にある以上、Ｙの独立的、排他的な支配が
可能ともいえない。そうすると、本件駐車場は、本
件建物の一部を構成するものではあるが、借地借家

法の適用を受ける「建物」に該当するとはいえない。
　（居室契約と不可分一体の関係にあるか）
　①Ｙは本件駐車場契約の締結前に本件居室契約の
みを締結しており、当初の賃借目的物に駐車場は含
まれていなかったこと、②Ｙがその後に締結した本
件駐車場契約は、その賃料額や賃借期間は本件居室
契約とは別個に定められ、その後の契約更新も本件
居室契約とは別個に行われていたこと、③本件建物
の敷地内には屋根のない駐車場が複数あり、Ｘは、
本件駐車場契約の解約申入れの際、Ｙに対し、本件
駐車場の代替駐車場として屋根のない駐車場の利用
が可能である旨併せて提案していたこと、④Ｙは、
本件駐車場の賃料増額に常識的な範囲で応ずる意向
を表明しているものの、その保有車両に強い愛着を
示しており、Ｘの提案に係る屋根のない駐車場を利
用することを拒否した等の事実が認められる。
　以上の認定事実によれば、本件居室と本件駐車場
の利用は可分なものであり、本件駐車場が利用でき
なければ本件居室における居住という本件居室契約
の目的をおよそ達成することができないともいえな
いから、各契約が不可分一体の関係にあるとまでは
いえない。
　本件建物のＹ以外の居住者において、賃貸借契約
の更新の際に居室部分と駐車場部分とを 1通の契約
書により合意更新したことがあるとしても、2 通の
契約書を作成する手間を省力化するための便宜的な
措置にすぎないとも解され、上記判断を左右する事
情ではないため、本件駐車場契約に借地借家法が準
用又は類推適用されるものではない。
　（結論）
　本件賃貸借契約 10条所定の解除は、いわゆる中途
解約権を定めたものと解されるところ、これに基づ
き行われた、ＸのＹに対する本件駐車場の解約申入
れが権利の濫用に該当するような事情もないことか
ら貸主Ｘによる約定解除は有効であり、本件駐車場
契約が終了し、その占有権原を喪失した借主Ｙは、
Ｘに対し、本件駐車場を明け渡す義務を負う。
� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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お 知 ら せ
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2020年12月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
12月２日 本　部 東海公取協 静岡地区調査指導委員会

３日 本　部 不動産コンサルティング 専門教育講座 （受講者48名）
４日 静　岡 要望事項に係る県当局との意見交換会
８日 本　部 月例法律相談 （来館相談４件）
９日 静　岡 宅建顧問県議団 定例会
11日 名古屋 中部圏流通機構 理事会
14日 本　部 第２回 地域活性化委員会（Web会議）
16日 本　部 第２回 情報提供委員会（Web会議）
〃　 沼　津 取引士法定講習会 （受講者44名）
17日 静　岡 流通機構サブセンター連絡会
18日 本　部 第２回 総務財政委員会（Web会議）
21日 名古屋 東海公取協 総務・調査指導合同委員会
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談２件）
〃　 〃 第２回 人材育成委員会（Web会議）
24日 本　部 県当局による公益法人立入検査
28日 本部･支部 仕事納め

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談８件、電話相談236件）

2020年11月　宅建ローン等の実績　（11/1〜11/30）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 47 48 54 ― 149件
金額 48億7,331万円（新築戸建134、中古戸建₈、新築マンション₁、中古マンション₆）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 2 9 0 ― 11件

金額 2億5,789万円（土地購入新築₆、新築戸建₁、中古戸建₃、中古マンション₁）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 2 1 1 1 5件
金額 8,342万円（新築戸建₂、中古戸建₂、借換え₁）
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